
















































メーカー系 429 419 290 394 431 550 603 706 753 766
中小小売商団体 441 445 445 445 460 474 491 526 543 539
石　油　系 352 366
??3 320 255 235 190 276 206 222










































































昭和63年平成元年 平成2年 平成3年 平成4年 平成5年
認知件数 6，070 5，618 6，251 6，195 9，596 7，056
検挙件数 6，132 5，586 6，625 6，270 10，205 7，216
検挙人員 542 498 473 595 739 763
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国　　　名 推計設置台数 端末コスト フロアリミット
ア　メ　リ　カ 注11，500，000（台）11～200（千円） 6，000～9，000（円）
イ　ギ　リ　ス 150，000 87～140 17，500～26，250
フ　ラ　ン　ス 200，000 110～200 0（全件オーソリ）
ド　　イ　　ツ 30，000 144～216 O（全件オーソリ）
香　　　　　港 10，000 25～200 各社まちまち
台　　　　港 6，000 25～150 各社まちまち
シンガポール 15，000 75～198 0（全件オーソリ）
日　　　　本 注2110，000 75－198 50，000・100，000
（資料）M　C　I調査レポート，ニルソンレポート等より推計。
（注1）　アメリカにおいてはカード会社，サードパーティ上位20社でE　D　C端末（G－
　　CAT〉あるいはPOS端末を約65万台設置している。したがって，残りはオー
　　ソリ専用端末がほとんどと推測される。
（注2）　G二CATは端末コストは8万円。日本において，PO　S端末を台数に加える
　　とおそらく200，000台の設置台数となろう。
（出所）　月刊『消費者信用』キンザイ，1993年6月号，25頁
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ミットを3万円に引き下げるというスケジュールが公表されている。
　次に，この従来のオーソリのシステムでは全く対処できない場合がある。
それは，有効期限や会員番号などカードの磁気テープの内容が盗まれ，かか
る情報が本人の知らないうちに別の所で（多くは外国）磁気テープに入力さ
れて新しいカードが作られてしまうケースがある。これについては次のよう
な対策が考えられている。まず本人の顔写真入りのカードを発行すること。
あるいは，銀行のキャッシュカードのように，利用の度に本人の暗証番号
（PIN＝Personal　Identification　Number）を打ち込むようにすること。そして
C　V　VやC　V　Cといった特殊コードをカードに入力し，会員番号や有効期限
を盗用して磁気入力しただけでは実際には使えないようなシステムを作るこ
とである。
　前の二つの対策は，カードの製造コストなど費用がかかること，そして通
信セキュリティの面などから，広範囲に普及するには検討の余地が多くある。
後者の場合は，すでに国際カード組織で導入されている。V　I　S　Aの特殊コー
ドはCVV（Card　Verification　Value），マスターのそれはCVC（Card
Validation　Code）と呼ばれ，80年代の末から磁気テープに入力されている。
そうした特殊コードはオーソリの時点でカード会社に送られ，磁気テープの
真贋をチェックする。
　ところがこれでもまだ十分ではない。一つには，わが国のクレジットカー
ドの磁気テープが表面と裏面の別種2つにわかれていることである。表面の
磁気テープには，日本国内の企業コード（JIS　I）が，裏面には世界共通の
I　S　O規格によるコード（JIS　l）が使われている。既述の特殊コードは当
然裏面にエンコードされ，表面のみを読み取る磁気リーダーの多い日本のオー
ソリシステムでは対応しきれていない。もう一つは特殊コードを入力した磁
気テープをそっくりそのままスキミングされると，手のほどこしようがない
ことである。後者については，I　Cカードの導入が切り札と言われているが，
その製造コストが相変わらず高いために業界は，そして消費者も，二の足を
踏んでいる。
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（3）加盟店の不正防止
　カード加盟店の不正をチェックするための組織的な対策として，加盟店総
合情報交換制度が考えられている。ここでは，名義貸し等の問題があった悪
質加盟店の情報を登録するセンターを設立し，必要に応じてカード会社の照
会に応えようというものである。現在，九州地区において実験的に稼働して
おり，状況をみて全国的に展開するものと予想されている（21）。
　ここのセンターには，加盟店名，住所，取扱商品といった属性清報，取扱
高，延滞状況等に急激な変化のあった時の情報，加盟店をめぐる消費者トラ
ブルが発生したときの消費者クレームの情報，名義貸しやその他の不正販売
が行われた場合の発生時期と不正内容に関する情報が登録される。
　カード会社は，関心をもった加盟店について，センターに蓄積された情報
を入手することや，センターを経由して他のカード会社に問い合わせて最新
の情報を手にいれることができる。加盟店からのカード代金の立替え払いの
請求時に，その金額・内容に関して一定の基準値に該当すれば，カード会社
は当該加盟店に関してセシターに照会する。もちろん新規の加盟店契約審査
や既存加盟店の継続審査にも活用できる。
　加盟店の関与した消費者トラブルは，個々の会社の対応では限界に達して
いることは業界も承知している。しかし，全国レベルでのシステムの構築に
ついてはためらいもある。それは，結果として優良加盟店の顧客リストも他
社に教えることになるのではないかという危惧と，そして業界全体で負担す
ることになる費用の大きさが障害となっている。
　さらに，センターという業界団体が加盟店の情報に関与することから，取
引制限や取引の公正という観点で問題が生じる可能性もあり，この制度と独
禁法との関わりも見逃せないことがらである。
5．結びにかえて
いつの時代にも，新しいメディアの登場は，これまでの社会制度との間に
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あつれきを引き起こしてきた。かつて自動車が急速に普及したとき，多くの
社会問題が生じた。多発する交通事故，排気ガスによる環境汚染等は未だ解
決の途上にある。それでも人々は自動車の利用を止めようとはしない。その
もたらす経済的な便益が費用を補って余りあるからである。クレジットカー
ドの普及もおそらく同様の文脈によって説明できる。自動車もカードも，い
まや無しでは済まされないほどに深く社会に定着してしまった。
　ただし，われわれの選択の結果は，常に自生的な進歩であると思い込むの
は軽率にすぎるだろう。単純な進歩主義や合理主義で彩るには，20世紀末の
現代はあまりに凸凹の多い社会なのだから。いうまでもなく，われわれの経
済活動は，社会という文化的秩序の中でいとなまれるのであり，それらを支
える関係の枠組みのなかで把握されて初めて理解することができる。
　カードにまつわるトラブルの中には，経済合理性の座標面だけでは捉えき
れない，多重債務や自己破産といった現象も多くみられる。トラブルの解決
には社会学や心理学からのアプローチも必要とされよう。実際，各種の研究
によれば，カード破産者となりやすいタイプの人々が存在するという。　（そ
うしたタイプにっいて種々の調査研究がなされているが，その結果の不正利
用の恐れが強いため，公表は多くが差し控えられている。）
　ただし，本稿で見てきたような問題の多くは，技術の進歩とそれに基づく
システムを導入することで解決の図れるものである。既述したような対策は
個々の企業や業種レベルでの対応だけでなく，業界全体でカード犯罪の防止
システムを導入する必要がある。これまでのところ，そうした対策がなかな
か進まないのは，費用対効果の観点から業界の側が躊躇しているからといわ
れている。カードトラブルから派生する費用を基礎に，対策のためのシステ
ム構築に拠出する費用対効果を見計らっているのである。カードの不正利用
は，結果として一部の悪質な経済主体が善良な主体に費用を転嫁することに
なり，健全なカード社会の形成を阻害する大きな要因となっている。業界は
もちろんのこと，行政，消費者も参加して早急に対策をたてるべきことは言
をまたない。
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註
※　本稿の作成にあたり，白鴎大学法学部・高内寿夫講師からいろいろとアドバイスを頂
　きました。ここに御礼を申し上げます。もちろん，残存するかもしれない誤りは，全て
　筆者の責任であります。
（1）　消費者側の理由については，流通産業研究所［13］，社会開発研究所編［17］が詳
　　しい。
（2）　アメリカのカード偽造団の存在については，すでに昭和50年代の初めにA・ヘンリ
　　ーの小説『マネー・チェンジャーズ』によって，わが国でも知られていた。カード犯
　罪の先進国の事例は業界で研究されてはいたが対策が十分ではなかった。
（3）カードの署名欄を書き換えて不正使用した事例について，クレジットカードは有価
　証券ではないので，有価証券偽造，同行使の罪には該当せず私文書偽造の罪が適用さ
　れるとした判例がある。～昭和49年6月21日東京地裁（収録書なし）。ここでの記述
　　は，長井圓［10］217頁参照
（4）　最判昭和28年11月13日刊集7巻11号2096頁。
（5）　ここでは神山敏雄［7］299頁参照
（6）　電磁的記録が文書にあたるかどうかについての見解は長井圓［10］213頁～217頁参
　照。
（7）　判例としては福岡地判昭和56年3月26日刑裁月報13巻8・9号36頁，名古屋地判昭
　和59年2月7日判例タイムズ544号269頁。ただこの二件は，その後の控訴審で原判決
　　は破棄され，詐欺罪が成立している。
（8）　判例としては，福岡高判昭和56年9月21日刑裁月報13巻8・9号35頁，名古屋地判
　昭和59年7月3日判例時報1129号155頁，東京高判昭和59年11月19日判例タイムズ544
　号251頁。
（9）　長井圓［10］234頁
（10）　札幌地裁昭和59年3月27日判決　判例時報116号143頁
（11）　C　DやA　T　Mを使ったクレジットカード不正利用については長井［10］224頁～228
　頁参照
（12）　電子計算機使用詐欺罪については大谷實［12］261頁～264頁を参照
（13）実際には2回払いとボーナスー括払いも金利はゼロとなっている。
（14）行政当局の規制としては，一回払いについては特に無かったが，カードの割賦販売
　　については厳しく制限が加えられている。銀行系のカード会社においても，リボルビ
　　ング取引は認可されているが，割賦販売の斡旋はゆるされていない。
（15）　ここでは奥野［11］，酒井［14］を参照。
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（16） この効用関数，U（L，R）の2階の偏導関数を求めると，
、、、・∂1箸Rlll鵬諺（許i暮（誰
d　R～ （劉 ①
を得る。これを行列式で表すと
1
（劉
∂2u ∂2u ∂u
∂R～
∂～u
（17）
（18）
∂L∂R
∂Zu
∂R
∂u
∂R∂L
∂u
∂L2
∂u
（19）
（20）
π
（21）
　　　　　　　　　　　万π　　　∂L　　　O　　　　　②
仮定より∂U／∂R＜0，また，効用Uは準凹関数と考えてよいから行列式の値は正
であり，したがってd2L／dRZは負であることがわかる。
　もっともこれは危険回避者の特性を厳しく解釈すれば成立する。先の∂U／∂L＞
0，∂U／∂R＜0の仮定に加えて，さらに∂z　U／∂L2＜0と∂2U／∂R～〈0も
想定する。すなわち，カード利用額が増えれば限界効用が増すが，その増し方は逓減
する。また返済額が増えれば限界効用は減少するが，その減り方はますます大きくな
る。さらに，∂Lと∂Rの交差の2階偏導関数も，マイナスと考えることも妥当であ
ろう。かくて，①式の分子は正となり，ポL／dR～＜0が成立する。
　この情報交流システムをC　R　I　N（CRedlt　lnformation　Network）と呼んでいる。
　個々の業界ごとのセンターにおいては，ホワイト情報も提供されている。C　I　Cで
は1992年の6月からローンの残高情報を，93年6月からはショッピング残高の情報を
収集・登録し会員企業に提供している。
　加盟店数については，キンザイの調査による。月刊『消費者信用』キンザイ　93年
9月号　13頁。
　93年度のC　A　Tの台数の中には，オーソリゼーション機能しか持たない，簡易型の
S－CATと，オーソリ，伝票発行，ギャザリングという三つの機能を有するG－C
ATも含まれている。
　CATやオーソリゼーションの問題については，月刊『消費者信用』キンザイ93年
6月号20頁一29頁，94年2月号42頁～45頁参照。
　ここでは，月刊『消費者信用』キンザイ　93年3月号　8頁を参照。
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